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平成２４年度当初予算は、「みえ県民力ビジョン」のスタートの年として、極めて厳し

い財政状況の中でも、「選択と集中」を図りながら、ビジョンの中期計画である「みえ県
民力ビジョン・行動計画」を着実に推進していくことを基本方針として編成しました。 

また、東日本大震災及び紀伊半島大水害をふまえて、引き続き、復興支援・防災対
策等の取組を進めます。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 
    

 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 １ 

  
１ 「みえ県民力ビジョン・行動計画」の推進 

 

 

 「みえ県民力ビジョン・行動計画」において、特に注力すべき政策課題として位
置づけていく「選択・集中プログラム」については、行政経営資源を効率的・効
果的に投入する観点から、重点的な予算措置を行い、課題の解決や「協創」の
取組を強力に推進。 

特に、「選択・集中プログラム」において新たに取り組むこととした事業等につ
いては、厳しい精査の上、「特別枠」として別枠で予算を確保し、メリハリのある
予算編成を実現。 

 
甚大な被害をもたらした東日本大震災及び紀伊半島大水害の復旧・復興支援 

に全力で取り組むとともに、県民の命を守ることを最優先に、緊急かつ集中的に 
取り組むべき防災・減災対策を積極的に実施。 
   
 

 
東日本大震災や円高等の影響による失業者への雇用・就業機会の提供や、 

平成３３年の国民体育大会開催に向けた取組など、諸課題への適切な対応によ
り県勢の発展につなげる。 
 

  
２ 東日本大震災及び紀伊半島大水害をふまえた復興支援・防災対策等  
 

  
３ 雇用の確保をはじめとした諸課題への的確な対応  
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◆  平成２４年度当初予算（一般会計）は、対前年度６月補正後予算額の２．０％減

の６，６９３億円（Ｈ２３．６月補正後予算額：６，８３０億円） 
 

平成２４年度当初予算（一般会計）の規模は、対前年度６月補正後予算額２．０％
減の６，６９３億円で２年振りのマイナス予算 

 
国の平成２４年度一般会計予算  ▲２．２％  

        平成２４年度地方財政計画     ▲０．８％ 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度６月補正後予算額の０．７％増の４，１３９億円 

（Ｈ２３．６月補正後予算額：４，１０９億円） 
 

・人件費      対前年度６月補正後予算額３．２％減の ２，２１１億円 
・社会保障関係経費      〃      ７．７％増の   ８６１億円 
・公債費           〃      ４．０％増の １，０６７億円 

 
 
 
◆  投資的経費は、対前年度６月補正後予算額の０．１％減の１，０８６億円 

（Ｈ２３．６月補正後予算額：１，０８８億円） 
 
公共事業については、災害復旧事業が４６億円の増となることなどから、対前年度

６月補正後予算額の４３億円、５．１％増の８８１億円 
 
 
 
◆  歳入・歳出両面にわたる財源確保策を講じてもなお生じる財源不足に対応する

ため、一般職員の特例的な給与の減額を実施（三会計あわせて３２億円） 
 

また、東日本大震災に係る復興支援、被害を受けた県内産業への支援、緊急に
取り組むべき防災対策等の課題に対応するため、特別職や管理職員の特例的な給
与の減額を継続して実施（三会計あわせて１０億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
予 算 全 体 の 姿 
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「選択・集中プログラム」  事業本数 １９５本 事業費計 ４２，７１２百万円 

 
Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト   １３６本      ３９，９６６百万円 
Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト  ４７本       ２，２２２百万円 
Ⅲ 南部地域活性化プログラム    １２本         ５２４百万円 
 

うち選択・集中プログラム特別枠事業 事業本数 ８５本 事業費計 ９，４６１百万円 
 
 

Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト 
 
〈緊急課題解決１ 命を守る緊急減災プロジェクト〉 
 
（一部新）地域防災広報事業費（防災対策部）        ２３，８２３千円 
    

東日本大震災や紀伊半島大水害を契機とした防災意識の高まりを実際の行動
へとつなげるため、「備える・逃げる」に重点を置いたメディアによる広報活動
を実施するとともに、県民の皆さんとの対話を重視した防災フォーラムを開催
する。 

 
 

地域減災対策推進事業費（防災対策部）       ３００，０００千円 
 
   東海・東南海・南海地震、内陸活断層による地震や、台風等の風水害から命

を守るため、市町が実施する避難対策、強震動対策、孤立化防止対策等の減災
対策に支援を行う。 

 
 
（新規）緊急避難体制整備事業費（防災対策部）        ８，７５２千円 
 
   東日本大震災等で明らかとなった避難所における課題（要援護者への対応、

男女共同参画の促進等）を解決するため、新たな避難所運営マニュアル策定指
針を作成する。 
また、地域の特性をふまえた避難を促進するため、津波到達時間、人口密度、

道路状況等を考慮した避難計画モデルを作成する。 
 
 

（一部新）防災関連人材緊急育成事業費（防災対策部）    ２４，８６７千円 
 
   災害に強い地域づくりを進めるため、新たに女性や次世代を担う子どもたち

を対象とした防災人材の育成に緊急に取り組むとともに、地域防災力の核とな
る自主防災組織リーダーやみえ防災コーディネーターの活動を支援する。 

 
 

 
１ 「みえ県民力ビジョン・行動計画」の推進 
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（新規）新地震対策行動計画（仮称）策定事業費（防災対策部） 
１７４，１０７千円 
 

   新たな防災・減災対策を計画的に推進するため、国の被害想定をふまえた県
内の地震被害想定調査を実施するとともに、三重県新地震対策行動計画（仮
称）を策定する。 

 
 
（一部新）大規模災害対応広域支援・受援体制緊急整備事業費（防災対策部） 

１８，１６４千円 
    

大規模災害発生時の広域的な支援・受援体制の整備を行うため、広域防災拠
点及び緊急消防援助隊活動支援拠点のあり方を検討するとともに、防災ヘリコ
プター運航基地の現況評価調査を実施する。 

 
 
（一部新）災害医療体制強化推進事業費（健康福祉部医療対策局） 

９６，４８８千円 
 

   大規模災害発生時の医療提供体制の充実強化を図るため、災害時に適切に対
応できる医療従事者の育成、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点病院等の
取組支援、地域の関係機関が連携した災害医療体制の構築等に取り組む。 

 
 
（新規）私立学校校舎等耐震化整備費補助金（環境生活部）  ４８，７５２千円 
 
   安心して学べる環境整備を進めるため、私立学校における校舎等の耐震化事

業に対して支援を行う。 
 
 

海岸保全施設緊急地震・津波対策事業（公共）（県土整備部） 
１，８７２，０５０千円 

 
海岸堤防における脆弱箇所について、緊急に補強を行うとともに、耐震対策

（堤防基礎地盤の液状化対策）を進める。 

また、避難時間の確保や操作者の安全を確保するため、陸閘
りっこう

（防潮扉）の動
力化を進める。 

 
 
（新規）道路啓開対策事業（公共）（県土整備部）       ３８０,０００千円 
 
   大規模地震・津波が発生した際に孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、

道路啓開（緊急車両等が通れるように、がれきなどを処理し、段差を修正する
など、救援ルートとして最優先で確保すること）を迅速に展開できる態勢の整
備を進める。 
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待ったなし！耐震化プロジェクト（県土整備部）    ２１８，１２５千円 
 

   住宅の耐震化を促進するため、市町が行う木造住宅耐震化事業に対して支援
を行う。 

 
 
（新規）学校防災機能強化事業費（教育委員会）       ４４５,０４９千円 
 

    大規模地震等の自然災害から子どもたちの命を守るため、県立学校の防災資
機材を整備するとともに、市町が実施する小中学校の非常用発電機、投光器の
整備等の防災対策を支援する。 

 
 
〈緊急課題解決２ 命と地域を支える道づくりプロジェクト〉 

 
命を支える道づくり事業（公共）（県土整備部） ９，８８５，９７８千円 
 

   県民の命と暮らしを守るため、緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を
担う「新たな命の道」としての幹線道路及びこれらにアクセスする道路の整備
を進める。 

 
 

地域を支える道づくり事業（公共）（県土整備部）７，３０９，７２０千円 
 

   集積する産業や魅力ある観光など、地域の今ある力を生かした三重づくりを
支える基盤として、産業・観光活動に伴い増加する交通需要に対応し、交通渋
滞の解消に資する幹線道路及びこれらにアクセスする道路の整備を進める。 

 
 
〈緊急課題解決３ 命と健康を守る医療体制の確保プロジェクト〉 
 
（一部新）医師確保対策事業費（健康福祉部医療対策局）  ８８３，２７１千円 
 
   指導医の育成、女性医師等への子育て・復帰支援などの取組を通じて、救急

医療を中心的に担う若手医師等の県内定着を進め、医師の不足・偏在の解消を
図る。 

 
 
（新規）医師等キャリア形成支援事業費（健康福祉部医療対策局） 

７４，２８１千円 
 

   医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保支援等を行う仕
組みづくり及びその運用等を行う「三重県地域医療支援センター（仮称）」を
運営する。 
 また、へき地等の地域医療の担い手を育成するため、「三重県地域医療研修セ
ンター」において引き続き実践的・特徴的な研修等を実施するとともに、研修
を受け入れる医療機関の拡充を図る。 
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（一部新）救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業費 
（健康福祉部医療対策局）５１４，６７１千円 

 
救急医療体制の維持・確保を図るため、関係機関等と連携して適正受診に向

けた啓発活動に取り組むとともに、三重県救急医療情報システムに参加し、時
間外の診療応需を行う初期救急医療機関への新たな支援、二次救急医療機関へ
の支援やドクターヘリの運航等を行う。 

 
 
（一部新）がん予防・早期発見事業費（健康福祉部医療対策局） 

   １７，７００千円 
 

がんの予防・早期発見のため、県民の皆さん、ＮＰＯ、企業、医療機関、市
町等と連携し、検診受診率の向上などをめざして、市町のがん予防・早期発見
のための新たな取組等について支援する。 
また、肝臓がん予防のため、その発症の主な原因であるウイルス性肝炎につ

いて、検診の受診促進や医療機関への受診勧奨等を行うコーディネーターを養
成する。 

 
 
〈緊急課題解決４ 働く意欲が生かせる雇用確保プロジェクト〉 
 
（一部新）女性の就労支援事業費（環境生活部）         １４，４０６千円 
 
   女性一人ひとりの意欲や能力に応じた就労支援のため、相談及び情報提供を

行うとともに、企業等に女性の就労継続に取り組むよう働きかける。 
 
 
（新規）農業版就職支援事業費（農林水産部）          ５，４００千円 
 
   就農希望者の地域への溶け込み等を支援するため、就農サポートリーダー制

度を構築し、新規就農者の確保・定着を図る。 
 
 
（新規）漁業版就職支援事業費（農林水産部）          ２，０００千円 
 

 漁師の育成機関を拠点化し、漁業の担い手を定着させる漁協の取組を支援す
る。 

 
 
（新規）ものづくり人材育成道場事業費（雇用経済部）     ４，０００千円 
 
   学生等が中小企業と出会い、顔の見える関係構築の場を創出するとともに、

中小企業が自らの魅力を効果的に発信できるようノウハウ習得に向けた支援を
行う。 
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（新規）地域若者サポートステーション・ステップアップ事業費（雇用経済部） 
９，５６４千円 

 
   若年無業者の職業的自立のため、県内４箇所の「地域若者サポートステーシ

ョン」が地域の実情に応じて相談、自立訓練、就労体験等の取組を一体的に実
施できるよう支援する。 

 
 
〈緊急課題解決５ 家族の絆再生と子育てのための安心プロジェクト〉 
 
（新規）企業の次世代育成支援事業費（健康福祉部子ども・家庭局） 

      ２，８２２千円 
 
   企業が行う従業員の家族の絆を深めるための「家庭の日」の取組を促進する

など、子どもが育つ場としての家庭の重要性を再認識する気運の醸成を図る。 
 
 
（一部新）子ども医療費補助金（健康福祉部）      １，８３０，３８５千円 
 
   子どもが必要な医療を安心して受けられる環境整備を進めるため、市町が実

施する子どもの医療費助成について県が支援する対象を小学校６年生まで拡大
する。 

 
 
（一部新）不妊相談・治療支援事業費（健康福祉部子ども・家庭局） 

３２０，１６０千円 
 

特定不妊治療費の一部助成に係る県単独補助事業の所得制限を 300 万円未満
から 400 万円未満に緩和し、支援を充実する。 

 
 
（一部新）若年層における児童虐待予防事業費（健康福祉部子ども・家庭局） 

５，２６７千円 
 

医療、保健、教育等関係団体と連携し、若者に対して家族観の醸成を図ると 
ともに若者の抱える性の悩みや望まない妊娠等に対応するため、「妊娠 SOS 
ダイヤル（仮称）」の設置や思春期ピアサポーターの養成に取り組む。 

 
 
〈緊急課題解決６「共に生きる」社会をつくる障がい者自立支援プロジェクト〉 
 
（新規）こども心身発達医療センター（仮称）整備事業費 

（健康福祉部子ども・家庭局）１０６，５３７千円 
 

   子どもの心身の発達支援体制の強化をめざして、県立草の実リハビリテーシ 

ョンセンター及び県立小児
こ ど も

心療センターあすなろ学園の一体的整備に向け、必
要な調査や基本設計等を行う。 
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（一部新）障がい者就労支援事業費（健康福祉部）      ３９，２３８千円 
 
   就労の機会と安定した収入の確保に向けて、共同受注窓口の取組等を行うと

ともに、障がいのある人とない人が対等な立場で働く先進的な取組である社会
的事業所に対して支援を行う。 

 
 
（一部新）農福連携・障がい者雇用推進事業費（農林水産部）  ４，６８９千円 
 
   農業経営体への障がい者の就農を促進するとともに、障がい者雇用から生ま

れる新たな価値創造などの研究・提案を行い、雇用創出型の福祉事業所及び農
業経営体を育成する。 

 
 

（新規）障がい者就労アプローチ支援事業費（雇用経済部）   ５，３２４千円 
 
   障がい者の就労支援のため、障がい者個々の適性に応じた短期職場実習を実

施する。 
 
 
（新規）障がい者の「就労の場」開拓事業費（雇用経済部）  ２１，７６２千円 
 
   障がい者の雇用拡大を図るため、障がい者雇用モデルを活用した求人開拓、

職場定着支援等を行うとともに、補助制度の創設により障がい者の雇用に特別
に配慮した特例子会社の設立を支援する。 

 
 

〈緊急課題解決７ 三重の食を拓
ひら

く「みえフードイノベーション」～もうかる 
農林水産業の展開プロジェクト〉 

 
（新規）みえフードイノベーション運営事業費（農林水産部）１２，０００千円 
 
   農林水産資源を活用して、産学官の知恵や技術を結集し融合することにより、

新たな商品やサービスを革新的に生み出す仕組みづくりを推進する。 
 
 
（一部新）産学官連携「みえのリーディング農産商品等」開発事業費 

（農林水産部） １２，３３９千円 
 

   産学官のさまざまな主体の連携により、県内の農的資源等を活用した農産商
品等の開発を行うとともに、農業者等への開発技術等の移転・普及を図る。 
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（一部新）産学官連携「みえのリーディング水産商品等」開発事業費  
（農林水産部） ２５，１１２千円 

 
   本県を代表する水産物について、産学官連携により、新たな商品の創出やシ

ーズ発掘及びネットワークの構築を図る。 
 
 

（新規）エコブランド「あかね材」等販売促進事業費（農林水産部） 
 ９，９７２千円 

 
   「あかね材」利用を進める工務店などの「パートナー企業」を創出し、モデ

ルとなる住宅や商業施設等を用いたＰＲへの支援により、利用拡大を図る。 
 
 
（新規）三重の未来を紡ぎ繋げる漁業振興事業費（モデル構築支援水産基盤整

備）（公共）（農林水産部）               ３２５，０００千円 
 
   生産物の品質向上と量的確保によって、フードイノベーションにかかるブラ

ンド化及び商品化を図るため、浚渫等により、漁業生産力の向上を図る。 
 
 
（新規）三重県営業本部情報発信事業費（雇用経済部）     ４，０００千円 
 
   三重県営業本部の活動を通じて国内外における三重の認知度向上等につなが

るよう、効果的な情報発信と様々な主体との連携によるＰＲ活動に取り組む。 
 
 
（新規）首都圏営業拠点推進事業費（雇用経済部）       １，８９１千円 
 
   首都圏における営業活動を行う拠点を整備するための準備検討委員会を設置

する。 
 
 
〈緊急課題解決８ 日本をリードする「メイド・イン・三重」～ものづくり推
進プロジェクト〉 
 
（新規）海外展開拠点づくり事業費（雇用経済部）      ２１，５００千円 
 
   成長する海外市場への県内企業の事業展開を支援するために、海外ビジネス

サポート拠点を設置する。 
 
 

（一部新）海外展開拠点活用促進事業費（雇用経済部）    １７，２０４千円 
 
   海外展開支援拠点機能を有効に生かせるよう、現地におけるネットワークを

構築するとともに、見本市等を活用した総合的な三重県産業の情報発信、販路
開拓を進める。あわせて、海外販路開拓に必要な性能評価等の技術支援を行う。 
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（一部新）ものづくり技術高度化支援事業費（雇用経済部）  ９４，６２９千円 
 
   世界に通用する基盤技術の開発、新市場開拓につながる改良開発型の技術開

発を、県・研究機関が中心となって支援するネットワークを構築し、課題の抽
出、研究・技術開発等を一環して支援する。 

 
 
（新規）グローカルビジネス創出促進事業費（雇用経済部）  １１，６８６千円 
 
   伝統産業や地域資源活用産業のブランド化や新たな需要創造の取組により、

グローカルビジネスの創出を促進するとともに、県内事業者のネットワーク化
や全国のキーパーソンとの連携による新たな販路開拓等の取組を促進する。 

 
 
〈緊急課題解決９ 暮らしと産業を守る獣害対策プロジェクト〉 
 

（新規）みえの獣肉等付加価値向上促進事業費（農林水産部） ４，３８６千円 
 
   野生獣の利活用のため、高品質化、安定量の確保、高級食材としての認知度

向上等を進める。 
 
 
（新規）森林再生による野生鳥獣の生息環境創出事業費（公共）（農林水産部） 

７９，０５２千円 
 
   かつて野生鳥獣の住処であった森林を再生し、野生鳥獣の生息しやすい環境

を創出するとともに、集落周辺の里山などにおいて強度間伐等を行い、野生鳥
獣の隠れ場所の解消を進め、獣害が発生している地域での出没機会の減少を図
る。 

 
 
〈緊急課題解決１０ 地域を守る産業廃棄物の不適正処理是正プロジェクト〉 

 
環境修復事業費（環境生活部）            ５７３，５８１千円 

    
地域住民の安全・安心を確保するため、産業廃棄物の不適正処理事案のうち、

原因者による是正が困難な四日市市大矢知・平津事案などの４事案について、
産廃特措法に基づく国の支援を得ながら、順次、行政代執行による支障の除去
等に着手するとともに、その他の事案についても周辺環境のモニタリングを継
続実施する。 
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Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト 
 
〈新しい豊かさ協創１ 未来を築く子どもの学力向上協創プロジェクト〉 
 
（新規）学力向上県民運動推進事業費（教育委員会）      １，５８４千円 
 
   「学力向上県民会議（仮称）」を新たに設置し、学校・家庭・地域などさま

ざまな主体による県民総参加の学力向上県民運動を実施する。 
 
 
（新規）「志」と「匠」の育成推進事業費（教育委員会）   ２０，４９６千円 
 
   英語教育の中核的拠点として、Mie SELHi（Super English Language High 

School）に７高校を指定し、英語コミュニケーション能力を高め、グローバル
社会で活躍できる人材を育成するとともに、科学技術分野のリーダーとして活
躍できる人材や専門性の高い知識・技術を習得した地域産業を担う人材を育成
する。 

 
 
（新規）地域による学力向上支援事業費（教育委員会）    １１，６２６千円 
 
   児童生徒の学力向上を図るため、大学生や教員経験者等の地域人材を活用し

て、学習活動の補助等を行う。 
 
 
（一部新）「確かな学力」を育む総合支援事業費（教育委員会） 

３０，３７７千円 
 

   児童生徒の学力向上を図るため、全ての公立小中学校において全国学力・学
習状況調査の実施・活用を促進し、調査結果の分析に基づく授業方法の工夫改
善への支援を行う。 

 
 
（一部新）地域と協働する学校運営支援事業費（教育委員会） 

１６，９１２千円 
 

   市町教育委員会と連携して、公立小中学校へのコミュニティ・スクール等の
導入を支援するとともに、県立学校における学校関係者評価の義務化に伴い、
研修会の実施や評価結果に基づく改善活動への支援を行う。 

 
 
（新規）学びの環境づくり支援事業費（教育委員会）      ２５，２１３千円 
 
   いじめや暴力行為、不登校等の課題を解決し、子どもたちの学びの環境づく

りを進めるため、従来の取組に加え、中学校区を単位として重点的に取り組む
地域（15 中学校区）にスクールカウンセラーを新たに配置し、小中学校間の円
滑な連携と継続的な支援を行う。 
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〈新しい豊かさ協創２ 夢と感動のスポーツ推進協創プロジェクト〉 
 
（新規）みえのスポーツ応援事業費（地域連携部スポーツ推進局） 

  ４，６７０千円 
 

   「みえのスポーツ・まちづくり会議（仮称）」を設置し、スポーツを通した
地域活性化について検討するとともに、県民が広くスポーツを支える仕組みを
構築するため、スポーツボランティアバンクを創設するとともに、財源等の確
保に向けた取組を行う。 

 
 
（新規）みえのスポーツ地域づくり推進事業費（地域連携部スポーツ推進局） 

  ２，７３０千円 
 

   「スポーツコミッション」の推進に向けて、市町にアドバイザーを派遣する
とともに、スポーツ大会などに県内医療系大学生や専門学校生等を活用したメ
ディカルサポートの実施や県内トップチームが地域に定着するための取組を行
う。 

 
 
（新規）競技スポーツジュニア育成事業費（地域連携部スポーツ推進局） 

４０，２１１千円 
 

   将来有望なジュニア選手を「チームみえジュニア」として育成するとともに、
県内トップレベルの高等学校運動部活動を強化指定するなど、将来、オリンピ
ック等国内外の大会で活躍する選手を育成する。 

 
 
（新規）障がい者スポーツ環境整備促進事業費（健康福祉部）１０，０００千円 
 
   障がい者スポーツ団体の育成・支援を行い、障がい者スポーツへの参加意欲

の向上と機会の充実を図るとともに、全国大会等で活躍できるアスリートを育
てられる環境づくりを進める。 

 
 
〈新しい豊かさ協創３ スマートライフ推進協創プロジェクト〉 
 
（新規）地域と共に創る電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業費 

（環境生活部） ６，０２５千円 
 

電気自動車（ＥＶ）等を活用した低炭素社会づくりを進めるため、協議会を
設立し、ＥＶ等を地域で使う環境づくりや観光地においてＥＶ等で観光できる
環境づくりに取り組む。 
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（新規）木質バイオマスエネルギー利用促進事業費（農林水産部）  

１９，０８８千円 
 

   豊富な森林資源を生かし、木質バイオマスのエネルギー利用を促進するため、
木質チップ原料を供給する事業者設備等への支援や、関係事業者による協議会
の設置により、木質バイオマスの安定供給体制を構築する。 

 
 
（一部新）新エネルギー導入促進事業費（雇用経済部）     ５７，２３７千円 

 
産学官連携の協議会を運営し地域資源を生かした太陽光発電、風力発電、木

質バイオマス利用等の地域エネルギー創出や新たなビジネスモデルの発掘をす
るとともに、メガソーラーなどの大規模な新エネルギー施設の立地に対して施
設を活用した地域貢献策等を支援する。 
また、地域コミュニティ単位での新エネルギー創出を促進するため、さまざ

まな主体が参画する仕組みづくりなどを支援する。 
 
 

（新規）次世代エネルギー調査研究事業費（雇用経済部）    １，５００千円 
 
将来実用化が期待されている洋上風力やメタンハイドレートなどのエネル 

ギー資源等に関連する地域活性化策等を調査研究する。 
 
 
（新規）クリーンエネルギー研究推進事業費（雇用経済部）   ７，８４４千円 
 
   県内中小企業の環境・エネルギー関連分野への進出を促進するため、研究会

の開催、新たなコンソーシアムの形成、試作開発の評価などの技術支援に取り
組む。 

 
 
〈新しい豊かさ協創４ 世界の人びとを呼び込む観光協創プロジェクト〉 
 

（新規）国際ネットワーク強化事業費（雇用経済部観光・国際局）  
  ３，０５７千円 

 
   産業・観光等の経済分野での海外展開を図っていく上で基盤となる在日大使

館、領事館などの政府機関等とのネットワークを構築し、三重の魅力を海外に
向けて情報発信し認知度アップを図る。 

 
 
（新規）三重県観光キャンペーン事業費（雇用経済部観光・国際局） 

２０，０００千円 
 

   さまざまな主体と連携した情報発信を集中的に実施することにより、三重県
の観光情報を効果的に全国に発信するとともに、遷宮後も魅力ある観光地とし
ての定着をめざす。 
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（新規）三重を楽しむ旅の予感創出事業費（雇用経済部観光・国際局） 

１１，２３９千円 
 

   トップセールスをはじめとする商談会等を開催し、本県の認知度を高めると
ともに、具体的なモデルコース提案や現地での観光展を活用した誘客を図る。 

 
 
（新規）世界に誇れる三重県観光モデル構築事業費（雇用経済部観光・国際局） 

５，０００千円 
 

   海女・忍者等の本県が世界に誇る観光資源を活用して、新しい三重県観光の
モデルを構築する。 

 
 
〈新しい豊かさ協創５ 県民力を高める絆づくり協創プロジェクト〉 
 
（新規）高等教育機関と地域との連携の仕組みづくり推進事業費 

（戦略企画部） ２，８０２千円 
 

地域の課題解決に向けて、県内高等教育機関と地域との一層の連携や教職員・
学生の地域活動への積極的な参画を促進するため、地域のさまざまな主体との
交流の場づくりや、地域の課題解決に向けた事業提案募集などに取り組むとと
もに、県民の皆さんに成果をお伝えする。 

 
 
（新規）障がい者の持つ県民力を発揮する事業費（健康福祉部）５，１２０千円 
 

障がい者が積極的に社会に出て持っている力を発揮できるよう、芸術文化能
力の発表機会の場として「障がい者芸術文化祭（仮称）」を開催するとともに、
身体障害者補助犬の使用による社会参加受入の普及啓発を行う。 

 
 
（新規）パーキングパーミット制度展開事業費（健康福祉部）３９，８３８千円 
 

身体に障がいのある方や妊産婦の方などで、歩行が困難な方の外出を支援す
るため、車いす使用者用駐車区画等を利用できる方に利用証を交付するパーキ
ングパーミット制度を導入し、さまざまな主体と連携して制度の定着に向けた
普及啓発活動を実施する。 

 
 
（一部新）外国人住民総合サポート推進事業費（環境生活部）３４，６５９千円 
 
   災害時に備えた多言語による相談体制の整備や地域と連携した避難所訓練を

実施するとともに、外国人の子どもが将来に夢を持てるよう、先輩の成功例を
紹介する「キャリアガイドＤＶＤ」の普及・啓発を行い、地域の外国人住民の
生活を総合的に支援する。 
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（新規）協創の地域づくり推進事業費（環境生活部）      ３，６８７千円 
 

 さまざまな主体との「協創」により地域の課題解決につなげるため、ＮＰＯ、
民間企業や行政を対象とした研修、ワークショップを開催する。 

 
 
（一部新）多文化共生社会の担い手をつくる外国人児童生徒教育推進事業費 

（教育委員会） ４０，６５１千円 

（新規） 社会的自立を目指す外国人生徒支援事業費（教育委員会） 
    ３，４４６千円 
 

   小中学校における外国人児童生徒の受入体制整備の取組に対して支援を行う
とともに、高等学校においては、飯野高等学校を拠点として地域・保護者・大
学等と連携した学習支援の取組を行う。 

   また、小学校から高等学校までの各段階において、日本語で学ぶ力の育成を
めざしたカリキュラムの実践研究を行い、「三重県モデル」の確立を目指す。 

 
 
（新規）犯罪被害者等支援対策の充実事業費（警察本部）    １，４３２千円 
 
   犯罪被害者等に対する理解を深めるために、中高校生・大学生を対象に「命

の大切さを学ぶ教室」を開催するなど広報啓発を行う。 
 
 
（新規）みんなで進める犯罪に強いまちづくりの推進事業費（警察本部）   

８４３千円 
 
   少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動「三重県版コネクションズ」の一環

として、大学生ボランティア等とともに「居場所づくり」等を行う。 
 
 
Ⅲ 南部地域活性化プログラム 
 

（新規）南部地域活性化基金事業（市町のフレキシブルな連携事業）費 
（地域連携部南部地域活性化局） ５５，０００千円 

 
   南部地域の市町が、南部地域内外の市町と連携して行う、若者の働く場を確

保し、定住を促進するための取組を支援したり、地域や市町のニーズに応じた
事業を実施するため、基金を創設する。 

 
 
（新規）南部地域活性化推進事業（総合調整事業）費 

（地域連携部南部地域活性化局） ９，０００千円 
 

地域住民の皆さんの主体的な取組を支援し、複数市町が連携した取組をコー
ディネートするための仕組みづくりを、市町や大学等と連携して進める。 

また、地域外からの若者の定住に向けた情報発信事業など、南部地域全体で
の取組を進める。 
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（新規）集落支援モデルの構築事業費（地域連携部南部地域活性化局） 

           ５，０００千円 
 

外部との交流を通じた集落機能を維持するための取組等を、市町、大学等と
連携してモデル的に進める。 

 
 
（新規）東紀州観光プロジェクト事業費（地域連携部南部地域活性化局） 

３，５００千円 
 

紀伊半島大水害により被害を受けた東紀州地域の復興に向け観光面の情報発信
を行うとともに、熊野古道世界遺産登録１０周年や高速道路の概成などを契機と
したイベントや観光キャンペーンの実施に向け準備を進める。 

 
 
（新規）第２２回世界少年野球大会三重・奈良・和歌山大会開催事業費 

（地域連携部スポーツ推進局） ３５，０００千円 
 

   紀伊半島大水害により被災された地域とそこに暮らす方々を勇気づけ、未来
の希望につながる機会とするため、「紀伊半島大水害復興 第２２回世界少年
野球大会 三重・奈良・和歌山大会（仮称）」を開催する。 

 
 
（新規）新たな木質バイオマス供給拠点づくり事業費（農林水産部） 

 ７，５００千円 
 

東紀州地域において、新たに木質バイオマスを安定供給できる体制を構築す
るため、搬出事業者や運搬事業者に対して、収集・運搬機械等の整備や流通支
援を行う。 
 
 
 

 
 
 
 

東日本大震災等災害関連枠事業 事業本数 ４７本 事業費計２９，９６０百万円 
 
 
（新規）三重県災害ボランティア支援及び特定非営利活動促進基金積立金 

（環境生活部） １４，５８０千円 
 

   大規模な災害からの早期の復旧復興のための災害ボランティア活動を支援す
るとともに、様々な社会的な課題に取り組む民間非営利組織の活動を促進する
ため、基金を創設する。 

 
 

２ 東日本大震災及び紀伊半島大水害をふまえた復興支援・防災対策等 
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災害ボランティア支援等事業費（環境生活部）     ３２，９７２千円 
 

   東日本大震災の復興支援のため、引き続き、「みえ災害ボランティア支援セ
ンター」の行うボランティアバス運行や事務局の活動を支援する。 

 
 
（新規）災害廃棄物適正処理促進事業費（環境生活部）     ３，８１２千円 
    

東日本大震災における災害廃棄物処理の課題を整理し、東海・東南海・南海
地震が発生した場合の本県の初期対応を検討する。 

 
 

県内産肉用牛放射性物質全頭検査等実施事業費（農林水産部） 

  ８４，０９１千円 
 

   県内産肉牛の出荷時における放射性物質全頭検査を引き続き実施する。 
 
 
（新規）自然公園飛雪ノ滝野営場災害復旧事業費（農林水産部） 

  ５０，０００千円 
 

   紀伊半島大水害により甚大な被災を受けた、飛雪ノ滝野営場について、適切
かつ安全な利活用を推進するため、被災施設の復旧整備を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
   緊急雇用創出事業（関係各部）           １，８３４，７４８千円 
   緊急雇用創出基金事業補助金（雇用経済部）   １，７５０，０００千円 
 
   東日本大震災や円高等の影響による失業者の雇用の場を確保し生活の安定を

図るため、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、雇用・就業機会の提供や、
雇用機会を提供した上で地域のニーズに応じた人材育成を行う。 

  （雇用創出：７４７人（県分）、１，０２７人（市町分）） 
 
 
（新規）第７６回国民体育大会開催準備事業費（地域連携部スポーツ推進局） 

１０，１６５千円 
 
   平成３３年の本県での国民体育大会開催に向けて準備委員会を設置し、会場

選定に向けた調査・設計を行う。 
 
 
 

 
３ 雇用の確保をはじめとした諸課題への的確な対応 



 18 

新県立博物館整備事業費（環境生活部）     ５，１６７，６２６千円 
 

   新県立博物館の開館に向けて、建築工事、展示製作などの施設整備、公文書
館機能の整備を含む開館後の博物館活動や運営の構築に、県民の皆さんや地域
の団体、関係機関とともに取り組む。 

 
 

こころのふるさと斎宮づくり事業費（環境生活部）    ９７,４７６千円 
 

斎宮跡における史跡整備の一環として、東部整備基本計画に基づき、３棟の
建物復元に向けた実施設計及び基盤整備を行う。 

 
 
（新規）美術館開館３０周年記念事業費（環境生活部）    ３４，３３０千円 
 
   県立美術館の開館３０周年を記念して、企画展「KATAGAMI Style」展を開

催する。 
 
 

伊勢湾行動計画推進事業費（環境生活部）       ４，６３３千円 
 

海岸漂着物による被害の実状を踏まえ、三県一市が連携して、漂着物の回収
・発生抑制の取組である「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」を拡
大・活性化するほか、漂着物の実態及び削減効果のモニタリング調査を実施す
る。 
また、伊勢湾の水質改善に向け、大学等研究機関との連携により、底質改善

等の検討を行う。 
 
 
（新規）交通管制センターシステム更新整備費（警察本部） 

４２８，６７１千円 
 

   平成２５年の式年遷宮の渋滞対策等に備えて、老朽化した交通管制システム
の更新を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 19 

 
 
 
                                                                     
 

予算の要求時点で生じていた財源不足（要求基準と要求額との差額１１６億円＋ 
要調整額１７５億円＝２９１億円。ただし、財政調整基金に不測の事態に備えるため
の緊急対応分として１０億円を残すため、あわせて３０１億円）については、歳入・歳
出の両面にわたり、あらゆる手段を講じることで対応。 

 
（歳入） 
土地開発基金の取り崩し              ４１億円 
財政調整基金（地方交付税精算分）の取り崩し    ５９億円 
退職手当債の発行増                ３２億円 
行政改革推進債の発行増              １１億円 

   減収補てん債の発行                 ７億円 
 

（歳出） 
    県有施設や設備等の整備・更新の先送り、基金積立金の減、 

不要不急な事業・効果の低い事業の精査に加えて、箇所数・ 
回数など事業規模の圧縮による経費の削減等    １１９億円 

 
 
   こうした手段を講じてもなお生じる財源不足（３２億円）に対応するため、一般職

員の特例的な給与の減額を実施。 
 
 
 
 
 
 
 公開仕分けを含め、全ての事務事業をゼロベースから見直す「三重県版事業仕分
け」の結果を的確に予算に反映。 
 
  見直し事業本数 ５５２本（うち公開仕分け対象事業 ４０本） 

見直し事業費  ２３９億円の減（うち公開仕分け対象事業 ３億円の減） 
 

・廃止      ２３０本（うち公開仕分け対象事業  ９本） 
・リフォーム    ２２０本（    〃       ２８本） 
・休止        ６本（    〃        ０本） 
・現行どおり    ９２本（    〃        ２本） 
・拡充        ４本（    〃        １本） 

 
財源不足への対応 

 
徹底した事務事業の見直し 


